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つなぎたいのは、
瀬戸内の未来
―  C  N 2050、その先へ ―

カーボンニュートラル
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地域に欠かせないインフラです。地域に欠かせないインフラです。
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先も変わらないでしょうか。先も変わらないでしょうか。
住み続けられる、通い続けられる、あらゆる生き物が元気でいられる、そんな住み続けられる、通い続けられる、あらゆる生き物が元気でいられる、そんな
より良い未来のためには、脱炭素社会の実現が求められています。より良い未来のためには、脱炭素社会の実現が求められています。

そのために、私たちは挑戦します。そのために、私たちは挑戦します。
2050 年のカーボンニュートラルを目指し、そしてその先の未来を見据えて。2050 年のカーボンニュートラルを目指し、そしてその先の未来を見据えて。
テクノロジーとコミュニケーションで、本州と四国の未来をつなぎます。テクノロジーとコミュニケーションで、本州と四国の未来をつなぎます。
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200 年後の瀬戸内はどんな姿でしょうか。
穏やかな海、行きかう船、緑豊かな島々、暮らす人、訪れる人の笑顔は、この
先も変わらないでしょうか。
住み続けられる、通い続けられる、あらゆる生き物が元気でいられる、そんな
より良い未来のためには、脱炭素社会の実現が求められています。

そのために、私たちは挑戦します。
2050 年のカーボンニュートラルを目指し、そしてその先の未来を見据えて。
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カーボンニュートラルへの挑戦は、 経済成長に
つながるもの。 様々な社会課題の解決に向け、
意識の高い会社であり続けたい。

代表取締役社長　後藤 政郎

昨今、異常気象などの気候変動問題が顕在化
し、温室効果ガスの排出削減は、地球規模で対
応が求められる急務の課題となっています。

我が国では、令和２年 10 月の内閣総理大臣
所信表明において、2050 年カーボンニュート
ラルの実現を目指すことが宣言されました。

社会経済活動を支えるインフラ分野において

も、CO2 を始めとする温室効果ガスの排出削減
に向けた施策の充実・強化を図って推進してい
くことが求められています。

気候変動は重大なリスクであると同時に、
イノベーションや新規事業の実現を通じ新た
な事業機会をもたらすものであり、カーボン
ニュートラルへの挑戦は、地域経済の成長にも

つながるものと考えています。
これは、本州と四国を結ぶ世界に誇る橋を良

好に保つことにより、人と物の交流と地域の連
携を推進し、経済の発展と生活の向上に寄与す
る、という当社の経営理念と通じるところがあ
ります。

私たちは、カーボンニュートラルの実現に向

けた取組を最重要課題と位置づけ、この様々な
社会課題の解決に向け、本四高速グループ全体
で取り組んでいくとともに、社員一人一人がで
きることから始める行動力を持った、意識の高
い会社であり続けます。

2024 年 3 月
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カーボンニュートラルに向けた戦略と温室効果ガス削減対策を具体化することを目的として
「JB 本四高速グループ  カーボンニュートラル推進戦略」を策定しました。JB 本四高速の果たす

べき役割を踏まえ、本戦略を策定することにより、サステナブルな社会の実現に貢献するととも
に、JB 本四高速グループ社員の意識改革、経営資源の配分の見直し、ワークフローの改革等を
実践し、サステナブルな会社の実現を目指す取組を通じて、皆様との信頼をより強固なものにし
てまいります。

JB 本四高速グループの経営理念は、「Bridge：Communication & Technology」です。本州と
四国を結ぶ世界に誇る橋を良好に保つことにより、人と物の交流と地域の連携を推進し、経済の
発展と生活の向上に寄与しています。

この課せられた使命を果たすために、行動計画 2022-2024 において、インフラ経営のリーディ
ングカンパニーを目指して次世代への 4 つの挑戦に取り組んでいます。

行動計画では、この４つの挑戦に挑むにあたり、３つの社会環境の変化への対応を掲げていま
す。本戦略は、「脱炭素社会への取組」を発展、進化させ、カーボンニュートラル実現に向けた
方向性や将来像、具体的な取組を示すものです。



2. 方向性

方向性・方針方向性・方針

道路の維持管理

SA・PA管理運営

交 通 の 円 滑 化

会社運営・組織

社会への貢献・
プロジェクト形成
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カーボンニュートラルの実現に向けて、戦略の推進に必要な体制を構築するとともに、200 年
橋梁を目指したアセットマネジメントにチャレンジしていくことで、CO2 の削減に取り組みます。

2030 年の目標達成に向けては、既存技術を最大限活用しながら技術開発に挑戦していくこと
で、脱炭素化の取組を促進します。

2050 年の長期目標達成に向けては、技術開発やイノベーション等に資する取組を促進します。
また、継続的な取組として、橋梁の建設・管理技術を活用した国内外への貢献や地域との連携、

情報発信・人材育成等といった様々なステークホルダーと関わりをもった脱炭素社会の実現に資
する取組を行います。

これらを、「道路の維持管理」「ＳＡ・ＰＡ管理運営」「交通の円滑化」「会社運営・組織」「社
会への貢献・プロジェクト形成」の５つの視点で進めていきます。

維持管理技術の高度化や新技術の導入により、インフラのライ
フサイクル全体での脱炭素化を推進します。

オフィスでの使用エネルギー削減・低炭素化、サプライチェー
ンの見直し、人材育成等を進めます。

 長大橋維持管理技術を活用した技術支援、環境保全活動への参
画など地域と連携した取組、企業等との連携による脱炭素プロ
ジェクト形成等、社会全体の脱炭素化に貢献します。

情報提供の高度化・渋滞対策を通じた環境負荷の軽減や自動車
の電動化・自動化への対応、物流の効率化に資するインフラ整
備を推進します。

環境に配慮した施設運営やテナント・地域と連携した環境に関
する情報発信・啓蒙活動、次世代自動車に対応したインフラ整
備を進めます。



2. 方向性

将来像・目指す姿
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ＪＢ本四高速は美しい瀬戸内の環境を次世代へ繋ぐため、事業活動を通じて脱炭素化に取り組みます。

取組の分類
■ 既存技術の最大限活用、技術開発への挑戦
■ 技術開発、イノベーション
■ 継続的な取組



2. 方向性 ３. 推進体制

CO2 排出量の削減目標 社内推進体制の構築

削減目標イメージ
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事業活動に伴う CO2 排出量 （Scope1（自社自らによる温室効果ガスの直接排出）及び Scope2 
（他者から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出）の排出量）を把握し削減に取り組

んでいきます。 
当社の Scope1,2 の排出源は、大きくオフィス分、道路事業分で分けることができ、約 90％が

道路事業で使用する電力・燃料消費となります。
Scope1 に対しては、電動車化等などのエネルギー転換を進め、Scope2 に対しては、高効率

設備への更新、再生可能エネルギー電力の導入・調達を進めていきます。
これらにより、2030 年度には CO2 排出量を 2013 年度比で約 5 割削減することを目指し、

2050 年にはカーボンニュートラルの実現を目指します。

 ● 2030 年度までに、CO2 排出量の半減（2013 年度比）を目指します。

 ● 2050 年までに、カーボンニュートラルの実現を目指します。

カーボンニュートラルを重要なミッションと位置づけ、社長のリーダーシップのもと、JB 本
四高速グループが一丸となって目標に向かって取り組むため、「サステナビリティ委員会（仮称）」
の設置を検討します。

当該委員会のもとに役員を主担当とする部会や検討内容ごとのワーキンググループ（ＷＧ）
を設置し、取組に対する課題に対応します。（PDCA サイクル（Plan( 計画 ) → Do( 実行 ) → 
Check( 評価 ) → Action( 改善 )）の構築）

推進体制イメージ

また、Scope3（Scope2 以外の間接排出（自社の活動に関連する他者の排出））に対しては、
2050 年カーボンニュートラルに向けて、革新的技術の採用、サプライチェーン見直し、交通の
円滑化等に取り組みます。



４. 戦略の内容

脱炭素社会への取組
【推進目標 2030 に向けた取組】
既存技術の最大限活用、技術開発への挑戦

2030
道路の維持管理  １
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2030 年の目標達成に向けて、既往の省エネ技術や再エネ設備等を最大限活用し、従来の
対策を強化・充実を図っていくことが必要です。また、JB 本四高速が培ってきた知見や独
自技術を集約し、更なる効率化に向けた技術開発に引き続き挑戦していくことで、脱炭素化
の取組を促進します。

より耐久性を向上させ
た高耐久性塗料（省工程
型塗料）を開発し、長大
橋の塗替塗装のサイクル
を長期化することで、ラ
イ フ サ イ ク ル 全 体 で の
CO2 排出量を削減します。

■ 高耐久性塗料の開発

■ 道路照明の LED 化、低位置化

■ ケーブル送気設備の効率化

■ 長大橋維持管理技術の高度化

長大橋維持管理の効率性を向上させる
ため、自動点検・補修ロボットの開発を
進めます。

道路照明の LED 化による消費電力削
減、海峡部橋梁の照明低位置化によるメ
ンテナンス効率化を図ります。

ケーブル内に乾燥した空気を
送り込んでケーブルの腐食を抑
制する「送気乾燥システム」の
運転効率化により消費電力削減
を図ります。

本州四国連絡橋の長大橋は海上に架けられてお
り、代替路線のない重要な幹線道路であるため、
長期的な通行止めを伴う補修工事は可能なかぎり
避けなければなりません。このため、長大橋を
200 年以上の長期にわたり利用可能とすべく「予
防保全」を基本とし、さらに『アセットマネジメ

ント』の考え方を導入して体系的かつ確実な維持
管理に取り組むことで、大規模な更新を回避し、
ライフサイクルコストの最小化を図っています。

適切な対策を行うアセットマネジメントは、
200 年の超長期間でカーボンニュートラルに貢献
しています。

200 年橋梁を目指したアセットマネジメントによる
カーボンニュートラルへの貢献

送気乾燥システム

高耐久性塗料による塗装 上塗装膜の消耗期間の変遷

本四高速のすべての長大橋で使用している
鋼材・コンクリートの生産に伴い発生する
CO2 排出量 （推計値）※。

約 320 万 t

参  考  

※鋼材 ･ コンクリート量に、「サプライチェーンを
通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための
排出原単位データベース（Ver3.3）」（環境省）に
おける排出原単位を乗じて算定　



４. 戦略の内容

【推進目標 2030 に向けた取組】

既存技術の最大限活用、技術開発への挑戦
2030

ＳＡ・ＰＡ管理運営  2

会社運営・組織  3
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空調管理適正化、断熱・遮熱機能向上、照
明の LED 化により、エネルギー消費を抑え、
施設改築時には ZEB 化を図ります。

オフィスや SA・PA 等への太陽光発電設備
等の設置を推進します。

車両更新時に電動車への転換を進めます。

SA･PA における充電設備の拡充やダブル連
結トラックの展開等を見据えた SA･PA 整備
に取り組みます。 再生可能エネルギー比率の高い電力の調達

を推進します。
テレワークの充実や Web 会議の拡充によっ

て通勤や業務に伴う移動の減少を図ります。

最新の ICT 及びデジタルイノベーションを
取り入れ、業務プロセスを最適化し、生産性
の向上を高めることで、エネルギーの効率的
な利用を推進します。

クールビズ・ウォームビズ、空調管理適正
化、不要な照明の消灯等、省エネ・省資源行
動の社員への啓発を徹底します。

CO2 排出量削減の取組を工事入札契約時の
技術評価や工事成績評定において加点するこ
と等を検討し、サプライチェーンによる脱炭
素の取組を促進します。

環境負荷の少ない資材を調達することを推
進し、環境保全の向上を進めます。

■ ＳＡ・ＰＡの省電力化

■ 創エネの推進 ■ 業務用車両の電動車化

■ 低炭素電力の調達 ■ 働き方改革

■ DX の推進 ■ 社員の省エネ・省資源行動促進

■ 次世代自動車普及促進、物流効率化

■ 環境に配慮したグリーン調達■ カーボンニュートラル取組企業の評価

SA 施設 EV 充電設備

ダブル連結トラック



４. 戦略の内容

【推進目標 2050 に向けた取組】

技術開発・イノベーション
2050

  １ 道路の維持管理

交通の円滑化  2

会社運営・組織  3

カーボンニュートラル推進戦略
CARBON NEUTRAL Promotion Strategy

09

■ アセットマネジメントの高度化
長大橋の点検の更なる効率化を目指し、様々なシステムの検討・開発を進めます。

2050 年の長期目標達成に向けて、革新的技術の実用化、次世代自動車の普及など現時点
においては不透明な施策も将来的には活用していくことが必要です。当社がニーズを情報発
信することにより、サプライヤー等における取組を促進し、今後開発される革新的技術等を
積極的に活用します。

当社が抱える業務課題 ( ニーズ ) と企業・団体が保有する技術 ( シーズ ) を連携させ、新技
術の開発、業務の効率化・高度化の実現を目指します。

■ オープンイノベーションによる長大橋維持管理技術の高度化

■ 交通円滑化（渋滞対策）
交通状況、施設の稼働状況をリアルタイム

で把握し、AI による情報処理によって迅速か
つ的確な交通管理・施設運用に取り組みます。

■ 次世代自動車普及促進、物流効率化
自動運転への情報提供、走行中給電システ

ム等の開発状況を踏まえた実装化に取り組み
ます。

建物の屋上緑化や壁面緑化、植樹活動等によ
る CO2 吸収、路面太陽光発電等の開発状況を
踏まえた実装化に取り組みます。

CO2 排出量のオフセット手法として、排出
権取引制度の活用を検討します。

■ CO2 吸収活動・創エネ ■ 排出権取引制度の活用検討



４. 戦略の内容

ロードマップ
継続的な取組

Continuation

会社運営・組織  １

社会への貢献・プロジェクト形成  2
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国内外長大橋への技術支援により、維持管
理の効率化、長寿命化を実現し、CO2 削減に
貢献します。

瀬戸内における再生可能エネルギーのポテ
ンシャル向上に向けて、送電網の収容に道路
空間を活用することで、広域連携系統整備に
貢献します。

企業としての情報開示のあり方（「統合報
告書」など）を整理し、取組状況及びその成
果を公表していきます。

JB 本四高速グループにおける脱炭素化に
対する意識向上を推進するため、社内研修の
実施や表彰等により、カーボンニュートラル
人材の育成を図ります。

■ 情報発信 ■ 人材育成、機運醸成

■ 国内外への貢献

■ 地域への貢献 ■ 地域との連携

岩城橋（愛媛県） マタディ橋（コンゴ民主共和国）

せとうち島塾

環境保全活動への参画など地域と連携した
取組の推進、また異業種を
含めた企業等との連携
による脱炭素化プロ
ジェクトを形成し、
社会全体の脱炭素
化に貢献します。

瀬戸内電力ハイウェイ（イメージ）



国内外のカーボンニュートラルに係る情勢変化
参考
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気候変動問題や脱炭素化に関する動きが国際的に加速していく中、我が国では「2050 年カー
ボンニュートラル宣言」を皮切りに脱炭素社会の実現に向けた削減対策を推進しています。

公共インフラに関しては、社会資本整備審議会・交通政策審議会の環境部会・技術部会に設置
された「グリーン社会ＷＧ」において、ライフサイクル全体でのカーボンニュートラルのあり方
について方向性が示されています。



阪 智香
関西学院大学 商学部教授

サステナビリティ開示、企業価値評価等をご研究。
2022年からは、サステナビリティ基準委員会委員と
して日本国内におけるサステナビリティ開示基準の
開発等にご尽力。

森若 峰存　取締役常務執行役員

前島 一陸　総務部次長

萬城 基樹　企画部経済調査課長

ステークホルダーとの意見交換会
カーボンニュートラル推進戦略の客観性を高めるとともに、新たな課題を捉えるために、有識者との意見交換会を令和6年11月に行いました。
今回は、サステナビリティ開示や企業価値評価等をご研究されておられる関西学院大学商学部の阪教授を有識者としてお招きしました。寄せられたご意見は、今後のカーボンニュートラル推進戦略の推進に活か

すとともに、JB本四高速グループの経営理念を実現する上でも参考にしていきます。

有 識 者

J B 本 四 高 速

カーボンニュートラル推進戦略
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■ 戦略に関する総括
阪様：JB本四高速グループは、2050カーボンニュートラルの戦略を掲げ、「既存技術の最大限活用、技術開発への挑戦」、「技術開発・イノベーション」、「継続的な取
組」の3つの分野で様々な取り組みを進めています。サステナビリティ課題に対しては、「200年橋梁」を目指す超長期の視点からの戦略と、具体的なアセットマネジメント
などの取り組みは非常にユニークで、評価できます。2025年3月に公表予定のサステナビリティ開示基準では、コア・コンテンツの１つとして戦略の開示が求められます。そ
こでは、①サステナビリティ（気候）関連のリスクと機会、②ビジネス・モデルとバリュー・チェーンに与える影響、③財務的影響、④戦略と意思決定に与える影響、⑤レジ
リエンスの開示が求められます。JB本四高速グループでは、「気候変動は重大なリスクであると同時に、イノベーションや新規事業の実現を通じ新たな事業機会をもたらすも
の」とされており、①のリスクと機会として認識されていることがわかります。社内では、リスクと機会を識別したうえで、リスクを低減させ、機会を獲得するために、様々
な取り組みを実行しておられることと思います。今後は、そのような①リスクと機会と、それぞれの取り組みとを紐づけていくことも大切でしょう。また、識別された重要な
リスクと機会が②ビジネス・モデルとバリュー・チェーンにどのような影響を与えるか、③現在および予想される財務的影響、リスクと機会が④戦略と意思決定に与える影
響、そして、⑤シナリオ分析に基づく事業のレジリエンスの評価にも必要に応じて取り組まれるなら、「200年橋梁」の実現に役立つ戦略となるものと期待しています。

■ インフラを取り扱う高速道路会社としての今後の期待
阪様：JB本四高速グループが掲げておられる2050年のカーボンニュートラルの目標を達成するには、ビジネス・モデルの見直しが求められることもあるでしょう。これには、企業グルー
プ内での取り組みだけでは限界があります。バリュー・チェーンにおける企業と連携すれば、実現可能な取り組みの幅が広がります。スコープ3温室効果ガス排出の開示を含むサステナ
ビリティ開示基準の登場は、バリュー・チェーン全体でのビジネス・モデル変革をもたらす転換点となると考えられます。JB本四高速グループは、すでにスコープ3温室効果ガス排出の
測定や、オープンイノベーションによる維持管理技術の高度化、海外への技術支援を通じた脱炭素化への貢献などに取り組んでいます。現在の戦略の開示を、サステナビリティ開示基準
のコア・コンテンツ（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）の中に位置づけて開示することによって、様々なステークホルダーにとっての理解可能性と、本四グループ全体の取
り組みの改善にも寄与するものと期待しています。今後、サステナビリティ開示の対象は、生物多様性や人的資本などより広範な範囲に拡大していくことが予想されます。特に、TNFD
開示提言は、瀬戸内の豊かな自然を守ることにも取り組んでいるJB本四高速グループにも参考になるのではと思います。サステナビリティ開示基準の「こころ」は、企業のイノベーショ
ンを促し、サステナビリティ課題にレジリエントなビジネス・モデルに変革し、サステナブルなビジネス社会を実現していくことです。

■ 社員一人ひとりの主体的な行動を促すためのアドバイス
阪様：企業のサステナビリティや脱炭素への取組は、経営層の意識が大きく影響すると考えています。貴社の経営層の方々は、既に脱炭素化に向けた強い意欲をお持ちである
ことが今日の意見交換から伝わってきました。今後は、この意欲をJB本四グループ全体に共有し、社員一人ひとりが自らの役割を認識できるような「カーボンニュートラルに
向けたストーリー」を構築することが重要です。現場には、日々の業務の中で多くの改善アイデアが生まれるはずです。経営側がこれらのアイデアを積極的に収集し、具体的
な行動計画に落とし込むことで、社員のモチベーション向上させ、主体的な行動に繋げることができるのではないでしょうか。

■ 有識者からのご意見を受けて
JB本四高速：今回、私どもの「JB本四高速グループカーボンニュートラル推進戦略」に対して、阪智香教授から貴重なご意見を賜り、誠にありがとうございます。ＪＢ本四高速グループ
は、カーボンニュートラルに向けた取組の推進を通じ、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、経済の発展と生活の向上に寄与することを目指し、本戦略を2024年3月に策定しました。
瀬戸内の基幹インフラを担う企業として、JB本四高速グループの果たすべき役割は何か、どのような価値を提供し続けていくことが求められるのか、これまでの取組状況やガバナンス構
築の状況などについて、ご意見、ご評価をいただき、本戦略の方向性に自信を持つことができました。
阪教授には、①本戦略の実効性を高め、取組を改善していくためのサステナビリティ開示基準を踏まえたアプローチ、②バリュー・チェーンにおける企業と連携した取組を進めることで
社会全体のカーボンニュートラルの実現に近づくこと、③経営層の脱炭素への意欲を全社で共有し、社員が自分の役割を認識できるストーリーを構築することが重要といったご意見をい
ただきました。いただいたご意見を真摯に受け止め、脱炭素経営の推進に努めてまいりたいと思います。
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2025 年 4月 改訂




